
１　事業実施結果

　令和7年度事業計画に基づき、介護老人福祉施設、短期入所生活介護、通所介護事業を

始めとする各種事業を実施した。主な事業の実績は下表のとおりである。

　＜主な事業の実績＞

差

予定(A) 実績(B) (B)―(A)

910 96.04 95.13 ▲ 0.91

152 92.77 85.21 ▲ 7.56

通所介護 併設型 372 83.75 75.35 ▲ 8.40

(デイサービス) 単独型 355 83.72 78.53 ▲ 5.19

合計 727 83.74 76.90 ▲ 6.84

ケアハウス ケアハウス 110 98.33 96.52 ▲ 1.81

軽費老人ホーム 軽費老人ホーム 160 92.50 79.61 ▲ 12.89

２　理事会､評議員会の開催状況

開催日 区分

令和7年6月9日 理事会 法人本部事務局

＜第1回（通常）＞ （第一会議室）

令和7年6月26日 評議員会 法人本部事務局 ･理事及び監事の選任

＜第1回（定時）＞ （第一会議室） ･令和7年度大規模修繕にかかる改築

 整備資金借入

令和7年6月26日 理事会 （決議の省略） ･理事長の選定

＜第2回（臨時）＞ 　

（みなし決議） 　

令和7年6月27日 理事会 （決議の省略） ･諸規程の改正

＜第3回（臨時）＞

（みなし決議） 　

短期入所生活介護
(ショートステイ)

開催場所 主な議題等

･令和6年度事業報告

･令和6年度決算

･令和7年度定時評議員会の招集事項

･理事及び監事候補者の決定

･評議員選任・解任委員会の開催

･評議員選任・解任委員会委員の選任

･評議員の候補者の推薦

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

令和7年度事業報告

事　業　名 定員(人)
利用率（％）

備考



令和7年9月30日 理事会 （決議の省略） ･諸規程の改正

＜第4回（臨時）＞

（みなし決議）

令和7年12月11日 理事会 法人本部事務局 ･令和7年度資金収支第一次補正予算

＜第5回（通常）＞ （第一会議室） ･令和7年度大規模修繕及び改築整備

 資金借入額等の変更

令和8年3月27日 理事会 法人本部事務局 ･令和7年度資金収支第二次補正予算

＜第6回（通常）＞ （第一会議室） ･令和8年度事業計画　

･令和8年度資金収支予算

･諸規程の改正

･デイサービスセンター所長の任命

･社会福祉法人役員等の賠償責任

 保険への加入

･法人の顧問弁護士契約

３　運営事業の状況（令和7年度末）

施設数

介護保険事業 12

12

21

10

11

7

その他 5

1

3高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業（LSA） 8住宅 (189戸)

喀痰吸引等
研修事業

開催回 受講者数 修了者数

第１クール 9 9

第２クール 6 5

合計 15 14

居宅介護支援事業 ―――

介護利用型軽費老人ホーム(ケアハウス) 110

軽費老人ホーム（清風荘） 160

短期入所生活介護(ショートステイ) 152

通所介護(デイサービス) 727

内　訳
特養併設型 372

単独型 355

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム) 910

事業名 入所(利用)定数(人)



４　地域における公益的取り組み（主な実施内容）

　＜社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担額の軽減＞

　　　　令和7年度　 　　軽減額合計　　7,381,710円

　＜介護・福祉の専門性の地域・社会への還元＞

　　○　介護福祉士、社会福祉士、管理栄養士、看護師等実習受け入れ

　　○　教員免許特例法による介護等体験の受け入れ

　　○　法務省矯正研修所刑務官の福祉施設実習受け入れ

　　○　小・中・高生の職場（職業）体験学習の受け入れ

　　○　市社会福祉協議会主催の研修への講師派遣

　　○　学区のサロンや教室への職員、講師等派遣

　　○　認知症サポーター養成講座の開催

　　○　ボランティアの育成

　　○　生活困窮者就労訓練事業体験者の受け入れ

　　○　児童養護施設等で暮らす中高生の職業体験の受け入れ

　＜福祉的な視点に立った施設の開放事業＞

　　○　大規模災害に備えた地域との連携・取り組み

　　　　　福祉避難所の指定（9施設）、津波時一時避難施設（2施設）

　　　　　地域防災協力事業所（1施設）

　　○　敷地の一部開放

　＜他団体との連携により市域全体を対象に取り組む事業＞

　　○　なごや・よりどころサポート事業への参画

　　　　　基金拠出金　　年480,000円

　　　　　居場所・サロン及びボランティア受け入れ等の登録

　　　　　地域のよりどころ相談窓口事業

　＜地域との連携や地域交流事業＞

　　○　学区の廃品回収協力

　　○　地域における清掃・環境美化活動

　　○　子ども１１０番の実施

　＜法定雇用率を超えた障害者雇用の取り組み＞

　　　　令和7年度雇用率　3.2％　（法定雇用率2.5％）


